
 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

就学援助として、経済的に困難な児童生徒

に入学準備金が支給されています。交野市で

は８月支給のため、出費がかさむ３月に支給

するよう求めました。 

 

国民健康保険での低所得者に対する医

療費免除は災害等に限られていることか

ら、恒常的な低所得者も免除対象とする改

善策を求めました。 

 

 
市
は
有
料
化
に
つ
い
て
、
財
源
確

保
で
は
な
く
ゴ
ミ
の
減
量
化
の
た
め

と
説
明
し
て
い
ま
す
。 

 

全
国
的
に
ゴ
ミ
の
有
料
化
が
進
め

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
有
料
化
前
に
は

駆
け
込
み
分
が
増
加
し
、
有
料
直
後

は
減
量
し
て
も
数
年
経
つ
と
リ
バ
ウ

 

９
月
議
会
で
来
年
10
月
か
ら
粗
大
ゴ
ミ
の
一
部
を
有
料
化
す
る

こ
と
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。
有
料
化
す
る
根
拠
が
曖
昧
な
中
、
市
民

負
担
だ
け
は
増
え
る
と
し
て
日
本
共
産
党
は
反
対
し
ま
し
た
が
、
公

明
・
市
民
ク
ラ
ブ
・
自
民
・
維
新
等
の
議
員
の
賛
成
多
数
に
よ
っ
て

可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

何
が
変
わ
る
の
？ 

 

現
在
は
、
可
燃
・
不
燃
粗
大
ゴ
ミ

は
月
４
点
ま
で
無
料
で
す
。 

 

平
成
29
年
10
月
か
ら
、 

①
有
料
と
指
定
さ
れ
る
長
さ
や
品
目

に
つ
い
て
は
、
３
０
０
円
か
ら
１
８

０
０
円
の
間
で
有
料
と
な
り
ま
す
。 

②
有
料
ゴ
ミ
を
捨
て
る
に
は
、
こ
れ

ま
で
の
電
話
予
約
と
、
コ
ン
ビ
ニ
等

で
の
シ
ー
ル
購
入
が
必
要
で
す
。 

 

高
齢
化
が
進
み
、
共
働
き
世
帯
も

増
え
る
中
、
ゴ
ミ
を
捨
て
る
た
め
に
、

電
話
申
し
込
み
以
外
に
、
コ
ン
ビ
ニ

等
で
シ
ー
ル
を
購
入
す
る
な
ど
金
銭

的
な
負
担
だ
け
で
は
な
く
、
手
続
き

上
の
負
担
も
増
え
ま
す
。 

   

家
庭
ゴ
ミ
の
処
理
費
用
は
原
則
と

し
て
市
町
村
の
税
金
で
賄
う
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。 

 

有
料
化
は
税
金
の
二
重
取
り
！ 

と
も
言
え
る
の
で
す
。 

   

ニ
ー
ズ
に
沿
わ
な
い 

今
回
の
有
料
化 

ゴ
ミ
の
有
料
化
は 

税
金
の
二
重
取
り
！
？ 

ン
ド
す
る
事
例
が
多
く
、
ゴ
ミ
減

量
に
は
つ
な
が
っ
て
い
ま
せ
ん
。 

 

有
料
化
で
な
く
、
ゴ
ミ
減
量
の

た
め
の
取
り
組
み
を
す
す
め
る

べ
き
で
す
。 

有
料
化
し
て
も
、
ゴ
ミ
減
量

に
つ
な
が
ら
な
い 

豪
雨
時
に
、
汚
水
管
に
雨
水
や

地
下
水
な
ど
の
不
明
水
が
流
入

し
、
渚
処
理
場
の
処
理
量
を
超
過

す
る
た
め
、
地
下
に
貯
留
槽
を
設

置
し
、
一
時
的
に
貯
水
し
ま
す
。 

松
塚
公
園
の
グ
ラ
ウ
ン
ド
の

地
下
に
、
縦
横
約
30
ｍ×

40
ｍ
、

高
さ
約
2.1

～
2.6

ｍ
の
貯
留
槽

（
貯
水
量
約
２
５
０
０
㎥
）
を
設

置
し
て
い
ま
す
。
工
期
は
平
成

29
年
２
月
ま
で
。
災
害
時
に
利

用
で
き
る
マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ

も
設
置
さ
れ
ま
す
。 

 

松塚公園地下の汚水貯留槽 

【日本共産党のその他の質問】 

●星田北の土地区画整理事業 ―地権者の合意形成は十分に 

●学校給食のアレルギー代替食の実施を 

●国民健康保険広域化による市民への影響について 

 

 来年４月開始の介護保険「新総合事

業」では、要支援１・２の通所介護と訪

問介護の生活援助は、現行相当サービス

と緩和型サービスＡのどちらかを受け

ることになります。しかし、緩和型では、

無資格者でも市の 12 時間研修を受講

すればサービスを提供できることから、

利用者の症状を見落とし重篤化させて

しまうことなどが心配されます。日本共

産党は、現行相当サービスを基本にすす

めること、無資格者への定期的な研修を

市の責任で行うことを求めました。 

 

 

 教育委員会は小中一貫教育を推進する

方針です。当面は、現状の独立した小学

校・中学校で、校区ごとに９年間を通じ

た教育課程を編成して一貫教育をすす

め、今後は小中一貫校も含めて本市にふ

さわしい形態を検討するとしています。 

 他市では、学校の統廃合と一体に小中

一貫校を設置する例が多く、様々な問題

点が指摘されています。日本共産党は小

中一貫教育のメリット、デメリットにつ

いて、教職員や保護者、子どもの意見も

聞き、慎重に検討することを求めました。 

  


